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Abstract

本稿の目的は，議会制度における拒否権が投票力分布に及ぼす効果を Shapley-

Shubik指数（SS指数）を用いて明らかにすることである．本稿では，McCarty(2000)

の拒否権パラメータを伴う重みつき多数決ゲームを構築する．このモデルは，すべて

の勝利提携に含まれる投票者が拒否権者であるという協力ゲームにおける従来の拒

否権のみならず，再可決によって覆すことができる種類の拒否権をも扱うことが可

能である．ある投票者の拒否権パラメータの増加は，他の投票者の投票力を減少さ

せる場合があるだけでなく，増加させる場合もあることを示す．さらに本モデルに

おける SS指数の効率的な計算アルゴリズムを提示する．この応用として実際に SS

指数を計算し，重みの分布が二大政党制に近い状況では，再議決ラインの３分の２か

ら５分の４への変更が SS指数に影響しないことを明らかにする．さらに，日本の地

方議会における首長の拒否権が投票力分布に与える影響を分析する．
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Abstract

This paper examines the effect of a veto power on the distribution of power

under weighted voting by using the Shapley-Shubik index (SS index). We con-

struct a weighted voting model with veto rights parameters of McCarty(2000).

The model treats not only non-overridable but also overridable veto under

weighted voting. It is shown that an increase in certain voter’s veto rights

parameter may not only decrease some voter’s SS indices but also increase

other voter’s SS indices. We also derive a method to compute the SS indices

efficiently. By applying this method, we show that in the case of two-party

competition, the change from two-thirds to four-fifth of re-approval quota has

no influence on the distribution of the SS indices. As an application, we analyze

the effect of a veto power in Japanese local legislatures.
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1 序論

集団的意思決定において，それぞれの投票者が異なる票数を持つ制度がしばしば採用さ

れる．代表的なものは企業の株主総会である．株主総会において各株主は株式の保有比率

だけ票数を有していると言える．立法議会においても，各政党を単一の投票者と見なせ

ば，各投票者が複数票を持つ投票制度と見なすことができる．投票者が異なる票数を持つ

投票制度は重みつき多数決と呼ばれる．

一方，投票制度において，特定の投票者が拒否権を保有している場合がある．議会制度

における拒否権の効力は大別して２種類に分けられる．

１つは，国際連合安全保障理事会 (United Nations Security Council；国連安保理)で

採用されているタイプの拒否権である．国際連合安全保障理事会は，アメリカ合衆国，ロ

シア，中国，イギリス，フランスの５カ国の常任理事国 (Permanent members)と任期２

年の非常任理事国 (Elected members)の１５カ国により構成されている．国連安保理で

の可決要件は，１)９票以上の賛成票の獲得，２)常任理事国が拒否権を行使していないこ

と，の２つを満たすことである*1．したがって５カ国の常任理事国のうち１カ国でも拒否

権を行使すれば議案は否決される．国連安保理において常任理事国が保有しているタイプ

の拒否権をより一般的に述べれば，「拒否権者が議案に反対ないしは拒否権を発動した場

合，その議案は否決される」という効力を持つ拒否権と言うことができる．このような効

力を持つ拒否権を完全拒否権と呼ぶことにしよう．すなわち，国連安保理において常任理

事国は完全拒否権を保有している．完全拒否権者は拒否権を行使すればただちに議案を否

決に持ち込めるので，非常に大きな権利を投票制度において保有していると考えられる．

一方，もう１つのタイプの拒否権は，アメリカ合衆国の立法議会で採用されているタイ

プの拒否権である．アメリカ合衆国の立法議会では，大統領は拒否権を保有している．た

とえば，議案Ａが上院及び下院において過半数以上の票を得て可決されたとしよう．その

議決に対して大統領が拒否権を行使した場合，議案Ａは再議決に付され，再可決されるた

めには上院及び下院において出席議員の３分の２以上の賛成が必要となる．大統領が保有

する拒否権を一般的に述べれば，「拒否権者が議案に反対ないしは拒否権を発動した場合，

一定のルールに基づいて拒否権は無効となる」という効力を持つ拒否権であると言うこと

ができる．このような効力を持つ拒否権を不完全拒否権と呼ぶことにしよう．

このように拒否権は完全拒否権と不完全拒否権の２種類に分けられる．それぞれの拒否

*1 安保理では棄権が認められている．常任理事国が棄権した場合，拒否権の行使とは見なされない．
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権は投票者の投票力分布にどのような影響を与えるのだろうか？市川・上條 (2008)は完

全拒否権者が存在する重みつき多数決ゲームについて SS指数とシミュレーションを用い

た分析を行っている彼らの結果は，過半数ルールの下では重みの分布にかかわらず完全

拒否権の導入は拒否権を持たない投票者の SS指数をおよそ半減させることを示唆してい

る．従来の協力ゲーム理論では完全拒否権のみに焦点が当てられてきており，不完全拒否

権を十分に扱ってこなかった．McCarty(1998, 2000)は，不完全拒否権のパラメータを，

各投票者の反対を覆すのに必要な票数として定式化した．これによって，完全拒否権を不

完全拒否権の特殊ケースとして表現できる．しかし，McCarty(1998,2000)のモデルは１

人１票の議会制度に限っている．１人１票のモデルによる分析は，複数政党による議会制

度を分析する上では不充分である．そこで本稿では，拒否権パラメータを伴う重みつき多

数決をモデル化した．重みつき多数決を扱うことで，拒否権が投票者の投票力分布に与え

る影響についてより広く分析することが可能となる．特に応用として，わが国の地方議会

の首長の拒否権や両院制議会の分析を考えることが可能となる．

本稿の目的は拒否権が投票者の投票力分布をどのように変化させるかを明らかにするこ

とである．第２節では，ある１人の投票者の拒否権パラメータが増加するとき，その投

票者の SS指数が増加することを示す．また，完全拒否権を扱っている市川・上條 (2008)

は，拒否権の影響は SS指数の比率の意味で拒否権者以外のすべての投票者にとって公平

な影響を与えることを示しているが，本稿で扱う拒否権は投票者の権利配分に不公平な影

響を与える可能性があることを数値例を用いて示す．不公平な影響が具体的に意味すると

ころは，拒否権によって SS指数が減少する投票者のみならず，上昇する投票者も存在す

ることを指す．さらに，拒否権者が１人のケースにおける拒否権を伴う重みつき多数決

ゲームの SS指数の効率的な計算方法を示す．第３節では，応用として地方議会における

首長の拒否権の効果を分析する．実際に SS指数を計算した結果，二大政党制に近い状況

では，再可決ラインの３分の２から４分の３ないしは５分の４への変更が何ら効力をを持

たないことが示唆される．

投票制度における投票者の権利配分に関する分析には，協力ゲームによるアプローチか

ら様々な貢献がなされてきた．

議会制度における各投票者の議決に与える影響力を定量的に測定する代表的かつ理

論的な方法は，Shaplay-Shubik(1954) 指数 (SS 指数)，Banzhaf(1965) 指数 (Bz 指数)，

Deegan-Packel(1978)指数をはじめとする投票力指数を用いる方法である．SS指数と Bz

指数は決定票 (casting vote) をより多く握る投票者がより議決に大きな影響を与えてい

る，という観点から定義されており，現実の様々な投票制度を対象にこれらの指数を用

いた分析が行われている．たとえば，Owen(1975)は，Bz指数の近似計算方法を提示し
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た上で，アメリカ合衆国の選挙制度における Bz 指数を計算している．また，Algaba et

al.(2006) や Bilbao et al.(2002) が欧州議会の分析を SS 指数と Bz 指数を用いて行って

いる．わが国の両院制議会については福田・脇田 (2009)が提携構造を考慮した投票力指

数 (coalition-structure value)を用いて分析を試みている．協力ゲームの解における配分

を非協力ゲームの均衡で遂行するという問題では，Gul(1989)が Shapley値を一定の条件

の下で定常部分ゲーム完全均衡（Stationary Subgame Perfect Equilibrium: SSPE）で

遂行できることを証明している．また，Laruelle and Valenciano(2008)は，提案者に選

ばれる確率が SS指数で与えられているときに，割引因子が１に収束する極限点で SSPE

利得が SS指数に収束することを示している．

2 拒否権を伴う重みつき多数決ゲーム

序論でも触れたように，McCarty(1998,2000)は，拒否権パラメータをある投票者の反

対を覆すのに必要な票数として定式化した．これによって，完全拒否権を不完全拒否権の

特殊ケースとしてモデル化できる．

単純な過半数ルールの投票制度では，すべての投票者が総票数の２分の１を拒否権パラ

メータとして保有していると考えられる．なぜなら，ある投票者が反対している場合，総

票数の２分の１を上回る賛成があれば彼の反対を覆す，すなわち議案を通すことができる

からである．

わが国の地方議会では首長が不完全拒否権を保有している*2．たとえば議案 A が過半

数の賛成を得て可決されたとしても，首長が拒否権を行使すれば議案は再議に付され，再

可決には出席議員の３分の２以上の賛成が必要である*3．拒否権パラメータを用いると首

長は地方議会の全議席数の３分の２の拒否権パラメータを保有していると表現することが

できる．なぜなら，首長の反対を覆すには３分の２以上の賛成を得る必要があるからであ

る*4．

首長の拒否権に代表される不完全拒否権は，すべての勝利提携に含まれる投票者を拒否

*2 首長とは，都道府県知事，市町村長，特別区長の総称である．
*3 地方自治法 176 条：普通地方公共団体の議会における条例の制定若しくは改廃又は予算に関する議決に
ついて異議があるときは，当該普通地方公共団体の長は，この法律に特別の定があるものを除く外，その
送付を受けた日から十日以内に理由を示してこれを再議に付することができる．第２項：前項の規定によ
る議会の議決が再議に付された議決と同じ議決であるときは，その議決は，確定する．第３項：前項の規
定による議決については，出席議員の三分の二以上の者の同意がなければならない．

*4 厳密には全議席の３分の２以上の賛成ということと，出席議員の３分の２以上の賛成では意味が異なるの
であるが，本稿では単純化のために欠席 (棄権)という選択肢を投票者は持たないと仮定する．
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権者と定義する従来のモデルでは表現することができない．そこで本稿では，拒否権パラ

メータの概念と重みつき多数決を組み合わせたゲームを導入することで不完全拒否権を表

現できることを示す．

投票者の集合を N = {1, 2, . . . , n} とし, N の任意の部分集合を提携と呼ぶ．w =

(w1, . . . , wn)を重みベクトルといい，各 wi は各プレイヤーの保有票数を表し，正の整数

とする．また w(S) =
∑
i∈S

wi とする．k = (k1, . . . , kn)を拒否権パラメータ・ベクトルと

定める．拒否権パラメータ・ベクトルの成分 ki は正の整数であり，プレイヤー iの反対

を覆すのに必要な票数を表している．さらに任意の i ∈ N に対して ki >
1
2
w(N)を満た

すとする．

以上の設定の下で，議案を可決できる提携を勝利提携と呼ぶことにし，勝利提携の集合

をWと書くことにする．このとき，

W =
{
S ∈ 2N | w(S) ≥ max{kj | j ∈ Sc}

}
であり，かつ N ∈ Wと定める*5．以上の性質を満たす組 G = (N,k,w)を拒否権を伴う

重みつき多数決ゲームと呼ぶことにする．特に混乱がない限り N を省略し G = (k,w)

を単にゲームと呼ぶ．なお，ゲーム G = (k,w)は単純ゲーム (simple game)の１つのク

ラスである*6．また，以下では簡略化のために K(S) = max{kj | j ∈ Sc}と書くことに
する．

例 2.1. 拒否権を伴う重みつき多数決ゲームの例

n = 4, w = (40, 30, 20, 10),k = (51, 51, 51, 67).

このとき，提携 {1, 3}は勝利提携ではないが提携 {1, 3, 4}は勝利提携である．提携 {1, 3}
の総票数は 60であるが，プレイヤー４が提携に参加していないため議案を通すためには

67票が必要だからである．２分の１の票数で通常は可決できるが，プレイヤー４が２分

の１の可決に対しては拒否権を保有し否決することができる．プレイヤー４が拒否権を発

動した場合には３分の２の票数で再可決できる (プレイヤー４の拒否権を覆せる)議会制

度を本例は表していると言える．

一定の大きさを超える拒否権パラメータをプレイヤーが持つとき，プレイヤーはすべて

の勝利提携に含まれる．そのようなプレイヤーを完全拒否権者という*7．

*5 max{∅}は存在しないため，N ∈Wの仮定を置く．
*6 Γ = {γ | γ : 2N → R, γ(∅) = 0} とし，γ ∈ Γを提携形ゲーム (coalitional game)と呼ぶことにする．
任意の S ∈ 2N に対し γ(S) ∈ {0, 1}となる提携形ゲーム γ ∈ Γを単純ゲームという．

*7 なお，独裁者と拒否権者は異なる概念である．プレイヤー i が独裁者であるとは，i を含むすべての提携
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定義 1. 任意の S ∈ 2N に対して i /∈ S ならば S /∈ Wであるとき，プレイヤー iは完全

拒否権を持つという．

あるプレイヤーが完全拒否権を持つ重みつき多数決ゲームは，市川・上條 (2008)で分

析しているゲームである．したがって本モデルの拒否権パラメータは，彼らが扱っている

完全拒否権を包含する概念であると言える*8．次の命題は完全拒否権を本稿のモデルで表

現できることを示している．

命題 1. プレイヤー iについて ki ≥ w(N \ {i})であるならば，iは完全拒否権を持つ．

証明. 結論を否定して，ある S ∈ Wが存在して，i /∈ S であると仮定する．すると，その

ような S について，wi > 0より

w(S) ≤ w(N \ {i}) < ki

が成り立つ．これは S ∈ W，すなわち w(S) ≥ K(S)に矛盾する． Q.E.D.

なお，この逆は成り立たない．なぜなら，重みが十分に大きければ，拒否権パラメータ

が命題の条件を満たしていなくともすべての勝利提携に含まれる場合が存在するからであ

る*9．また，命題 1に関して，あるプレイヤー iについて ki > w(N)であるときも，全

員提携 N は勝利提携となることを注意しておく．

次の命題 2は，ゲーム (k,w)が投票システムとして保持すべき上記の望ましい性質を

備えていることを主張している．

命題 2. ゲーム G = (k,w)は次の３つの性質を満たす．

(１)全員提携は必ず投票に勝利する (N ∈ W)　

(２)単調性 (任意の S, T ∈ 2N に対して S ∈ Wかつ S ⊆ T ならば T ∈ W)　

(３) 勝利提携の補集合は敗北提携である (任意の S ∈ 2N に対して S ∈ W ならば

N \ S /∈ W)　

が勝利提携となるときをいう．ゆえに独裁者ならば拒否権者であるが，その逆は成り立つとは限らない．
なお，あるプレイヤー i が存在して，任意の j ∈ N \ {i} に対して wi ≥ kj であるとき，プレイヤー i

は独裁者である．
*8 もちろん現実の投票制度という文脈においては拒否権発動の効果が異なるので，本稿の拒否権パラメータ
が完全拒否権を包含するとは必ずしも言えない．しかし，分析の上では両者を同じモデルによって表現す
ることが可能なのでこのような表現を用いた．

*9 独裁者がその典型的な例である．
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証明. まず (１) の成立は明らかである．次に性質 (２) であるが，S ∈ W かつ S ⊆ T

より，
K(T ) ≤ K(S) ≤ w(S) ≤ w(T )

なので T ∈ W であることが言えるので，性質 (２)は満たされる．性質 (３)を満たすこ

とを示そう．S ∈ Wを仮定すると，任意の iについて ki > 1
2w(N)より

w(S) ≥ K(S) >
1
2
w(N)

である．したがって，

w(N) = w(S) + w(N \ S) >
1
2
w(N) + w(N \ S) ⇔ 1

2
w(N) > w(N \ S)

⇔ N \ S /∈ W

よって性質 (３)も満たされる． Q.E.D.

ここまではゲーム Gについて考えてきた．Gにおいては各投票者が個別に拒否権パラ

メータを与えられているが，複数の投票者が提携することで拒否権を発揮できる場合も考

えることが可能である．本小節の残りでは，そのような場合について Gを拡張したモデ

ルを定式化する．

複数の投票者が提携することで拒否権を発揮できる典型的な例は，黄金株である．黄金

株は一言で言えば拒否権付株式のことであり，特殊な定めをされた種類株式のことを指

す．なお，株式には普通株式と種類株式の２種類があり，株式市場で取引されているのは

普通株式である．黄金株は欧米のいくつかの国では一定の条件の下での発行が以前から認

められていたものである．昨今，わが国においても敵対的M& Aがもはや他人事では無

くなってきていることなどにより，買収防衛策の一つとして注目されるようになってきて

いる*10．黄金株の拒否権発動の仕組みを大まかに述べると次のようになる*11．はじめに

普通株主総会においてある議案 Xが可決される．次に種類株主総会が開かれる．種類株

*10 たとえば黄金株を発行している A社に B社が敵対的買収を仕掛けたとする．B社が TOBによって経営
権を取得できるだけの株式 (たとえば取締役の選任を通じて会社の経営を決定することが出来るに十分な
議決権の取得に足るだけ) を取得し，株主総会で自分達に有利な取締役の人選をしたとしよう．しかしＡ
社に味方する者が黄金株を保有していれば，拒否権を発動することでその人事提案を廃案にすることが出
来るのである

*11 会社法第 108条第一項並びに同条同項の 8は，「株主総会で決議すべき事項に，通常の株主総会の他に種
類株式を持つ株主のみで行う種類株主総会での決議を必要とするものを認める」という条件を付与した
「種類株式」の発行を認めている．この条件を持つ種類株主の持ち主が，通常の株主総会で可決された案を
種類株主総会において否決することで廃案に持ち込むことが，拒否権が発動される厳密な仕組みである．
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主総会は黄金株の保有者が参加する株主総会である*12．そして種類株主総会において議

案 Xが否決された場合は，議案 Xは廃案となる*13 ．黄金株は通常１株のみ発行される

が，複数発行する状況も考えられる．先の例に基づいて考えると，この場合，種類株主総

会において多数決が行われ，議案 Xが過半数を得ることができずに否決されれば，議案

Xは廃案となる．すなわち，複数の黄金株主が提携を形成することで完全拒否権を保有す

ることができる．

一方，複数の投票者が協力することでより大きな不完全拒否権を保有することができる

場合も考えることが可能である．わが国の「ねじれ国会」を考えよう*14．ねじれ国会と

は，わが国の国会において，衆議院で与党が過半数の議席を持つ一方で，参議院では野

党が過半数の議席を維持している状態のことを言う．ねじれ国会は，1989 年，1998 年，

2007年の参議院選挙後に発生している．2007年のねじれ国会当時の議席配分は次の通り

であった．

政党名 衆議院議席数 参議院議席数

自民党 304 83

公明党 31 20

民主党 113 109

日本共産党 9 7

社民党 7 5

国民新党 6 4

新党日本 0 1

無所属 9 13

計 479 242

過半数 240 121

再審議 320

上記の状況では，参議院においては民主党，社民党，共産党などが提携することで過半

*12 通常，黄金株は１株のみ発行されるため，種類株主総会において黄金株主ただ１人が投票者となり，した
がってこの場合黄金株主は種類株式総会で独裁者となる．

*13 なお，黄金株には譲渡制限を付与することができるため，黄金株自体が買収されてしまうことも防ぐこと
が出来る．会社法第 108 条第一項の 4 は，種類株式に「譲渡による当該種類の株式の取得について当該
株式会社の承認を要する」ことを認めている．

*14 福田・脇田 (2009)は，ねじれ国会を投票力指数を用いて分析している．
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数を握ることができる．もし彼らが提携を形成したとすれば，衆議院においては民社共の

連合野党が反対している場合は，たとえ衆議院で過半数の賛成を得て可決されたとしても

参議院で否決されるため，結局は衆議院において３分の２以上の賛成が可決に必要にな

る．そのよう意味で，本稿のモデルにおける表現を用いれば，民主・共産・社民の提携は

衆議院において全議席数の３分の２の不完全拒否権を保有していると述べることができ

る*15．次に定めるゲームを用いると，今述べた２つの例のように，各投票者が提携を形

成することでより大きな拒否権を獲得できるケースを分析することが可能になる．

投票者の集合 N と重みベクトル wはこれまで同様である．一方，拒否権パラメータに

ついては提携ごとに関数 k : 2N → Nにより定められ，関数 k は任意の S ∈ 2N に対して

k(S) >
1
2
を満たすとする．勝利提携の集合は

W =
{

S ∈ 2N | w(S) ≥ max{k(T ) | T ∈ 2Sc

}
}

と定められ，N ∈ W を仮定する．すると k と w の組 Ĝ = (k,w) は１つの単純ゲーム

である．記号の簡略化のために以下では K̂(S) = max{k(T ) | T ∈ 2Sc}と書くことにす
る．#S > 1 なる提携 S について k(S) = max{k({i}) | i ∈ S} としたとき G = (k,w)

と Ĝ = (k,w)はゲームとして同質 (W(G) = W(Ĝ))であることを注意しておく．この意

味で Ĝの方がゲームの概念としては広いと言える．Gと同様に Ĝは通常の投票制度の性

質を保有していることを次の命題は主張している．

命題 3. Ĝ = (k,w)は次の３つの性質を満たす．

(１)全員提携は必ず投票に勝利する (N ∈ W)　

(２)単調性 (任意の S, T ∈ 2N に対して S ∈ Wかつ S ⊆ T ならば T ∈ W)　

(３) 勝利提携の補集合は敗北提携である (任意の S ∈ 2N に対して S ∈ W ならば

N \ S /∈ W)　

証明. まず (１) の成立は明らかである．次に性質 (２) であるが，S ∈ W かつ S ⊆ T

より，
K̂(T ) ≤ K̂(S) ≤ w(S) ≤ w(T )

なので T ∈ W であることが言えるので，性質 (２)は満たされる．性質 (３)を満たすこ

*15 もちろん，自民・民主の提携も３分の２の不完全拒否権を保有していると言うことができる．
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とを示そう．S ∈ Wを仮定すると，任意の S について k(S) > 1
2w(N)より

w(S) ≥ K̂(S) >
1
2
w(N)

である．したがって，

w(N) = w(S) + w(N \ S)

>
1
2
w(N) + w(N \ S)

⇔ 1
2
w(N) > w(N \ S)

⇔ N \ S /∈ W

よって性質 (３)も満たされる． Q.E.D.

例 2.2. ねじれ国会の例

k({民主党 }) = 240であるが，k({民主，社民，共産党 }) = 320であると考えられる．

例 2.3. 黄金株の例

単純化のために w(N)は奇数とする．したがって過半数は
w(N) + 1

2
となる．今，プレ

イヤーの集合 N が N̄ と V に分割されるとする．ここで#V = Lとし，n > L ≥ 3かつ

Lは奇数とする．すると任意の提携 S ∈ 2n は S = S̄ ∪ T (S̄ ⊆ N̄ , T ⊆ V )と書くことが

できる．以上の準備の下で関数 k : 2N → Nを，

k(S) =

{
w(N) #T ≥ L+1

2
w(N)+1

2 #T < L+1
2

と定める．このようなゲーム Ĝ = (k,w) は黄金株式が複数発行されている投票制度を

表現している．V に含まれる投票者が黄金株式を保有している投票者である．たとえば

N̄ = {1, 2, 3}, V = {4, 5, 6} というゲームを考えよう．このとき V に含まれる少なく

とも２人のプレイヤーが提携に加わっていれば，あらゆる議案を否決できる．たとえば

k({1} ∪ {4, 5}) = w(N)なので，提携 {2}, {3}, {2, 3}は勝利提携となることができない．

3 Shapley-Shubik指数と拒否権を伴う重み付き多数決ゲーム

議会制度における各投票者の議決に与える影響力の評価には，投票力指数がよく用いら

れる．その理由としては，可決に必要な票数が一定であるような単純な重みつき多数決を
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考えてみたとしても，重みが各投票者の影響力を適切に表現しているとは言えないケース

が数多く存在するからである．次の例はそのようなケースの典型例である．

例 3.1. w = (6, 4, 3),k = (7, 7, 7).

この例では，W = {{1, 2}, {2, 3}, {3, 1}, {1, 2, 3}} であるから，どのプレイヤーも等しい
影響力を持つと考えるべきであろう．

ここで鍵となる考え方は，各投票者が決定票 (casting vote) をどれだけ握ることがで

きるか，という観点である．この観点から定義された投票力指数として代表的なものに

Shapley-Shubik(1954)指数 (SS指数)と Banzhaf(1965)指数がある．本稿では扱いが容

易な SS指数を用いることにする．本節では，まず SS指数を定義し，拒否権と SS指数の

関係と重みと SS指数の関係を明らかにする．さらに，応用上重要な本稿のモデルにおけ

る SS指数の計算方法を提示する．なお，以下の節では G = (k,w)のみを用い，前節の

最後で定義した Ĝは用いない．

Π を N の順列 (置換) 全体の集合とする．すると，任意の π ∈ Π に対して，π(i)

は π における i 番目の数を表している．任意の π ∈ Π と任意の i ∈ N に対して

σi(π) = {j ∈ N | π(j) < π(i)} とする．σi(π) /∈ Wかつ (σi(π) ∪ {i}) ∈ Wとなるとき，

i ∈ N は順列 πにおけるピヴォットであるという．プレイヤー iの SS指数は，iがピヴォ

ットになる順列の個数をすべての順列の個数 n!で除したものとして定義される．ここで，

プレイヤー iがピヴォットとなる順列の集合は {π ∈ Π | σi(π) /∈ W, (σi(π) ∪ {i}) ∈ W}
と表すことができる．したがって，ゲーム Gにおけるプレイヤー iの SS指数 φi は

φi(G) =
#{π ∈ Π | σi(π) /∈ W, (σi(π) ∪ {i}) ∈ W}

n!

と定義できる．実際に SS指数を求める上では上記の表現を用いるのは不便なので，以下

で定める別表現を今後は用いることとする．Si(G)をプレイヤー iを含まないでかつ iが

加わることで敗北提携から勝利提携に変わる提携の集合とする．すなわち，

Si(G) = {S ∈ 2N | S /∈ W, S ∪ {i} ∈ W, i /∈ S}
= {S ∈ 2N | K(S ∪ {i}) − wi ≤ w(S) < K(S), i /∈ S}

とする．このとき，ゲーム Gの SS指数は次式で与えられる．

φi(G) =
∑

S∈Si(G)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

なお #S は提携 S に含まれる要素の数 (cardinal number)を表している．
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プレイヤー iの SS指数 φi は，iがピヴォットになる順列の総数をすべての順列の個数

でで除したものであるから，すべての順列が等しい確率で起きると仮定するとき，SS指

数は各プレイヤーがピヴォットになる確率を表していると解釈できる*16．

SS指数は以下に述べる性質を持つ*17．

(１)パレート効率性：
∑

i∈N

φi = 1　

(２) 対称性：i ̸= j なる任意のプレイヤー i, j に対して，ki = kj かつ wi = wj ならば

φi = φj である．

(３)ダミー：すべての最小勝利提携に含まれないプレイヤー iに対して φi = 0である*18．

以下に SS指数の計算例を示す．

例 3.2. 過半数ルール　 n = 4, w = (40, 30, 20, 10), k = (51, 51, 51, 51).

φ = (
10
24

,
6
24

,
6
24

,
2
24

)

例 3.3. ３分の２再議決制度　 n = 4, w = (40, 30, 20, 10), k = (51, 51, 51, 67).

φ = (
8
24

,
8
24

,
4
24

,
4
24

)

上記の２つの例は興味深い事実を示唆している．例 3.2と例 3.3を比較すると，プレイ

ヤー１とプレイヤー３の SS指数が共に減少する一方で，プレイヤー２とプレイヤー４の

SS指数は増加している．２つ目の例でプレイヤー４は他のプレイヤーよりも大きな拒否

権パラメータを持つため，SS指数が増加するのは当然と言えよう．しかしながら，プレ

イヤー２は拒否権が同じであるにもかかわらず SS指数が増加している．この例でプレイ

ヤー２の SS指数が増加したことは，数学的には次の事実から明らかとなる．前者の例で

は S2 = {{1}, {1, 4}, {3, 4}}である一方，後者の例では S2 = {{1}, {1, 3}, {1, 4}, {3, 4}}
となっている．すなわち，プレイヤー４の拒否権が上昇したことにより，プレイヤー２が

加わることで敗北提携から勝利提携に変わる集合族は大きくなったのである．他方で S1

と S2 は集合として小さくなっているので，SS指数は減少する．あるプレイヤーの拒否権

*16 すべての投票者が同質で選好の差がなく，すべての議案に対してすべての投票者が同じ程度に支持する場
合，どの議案に対してもどの提携形成の順列が生じるかはランダムに生じ，すべての順列が等確率で生じ
ると考えられる．

*17 本稿では特に用いないため省略するが，他にはゲームの合成に関する性質がある．詳細は Dubey(1975)

を参照せよ．
*18 すべての最小勝利提携 (minimal winning coaltion) に含まれない投票者をダミー (dummy) という．
最小勝利提携とは，それ以上小さな勝利提携を含まない勝利提携のことをいう．すなわち，S ∈Wかつ，
T ⊆ S かつ T ̸= S なる T ∈Wが存在しない提携 S を最小勝利提携という．
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パラメータの上昇は，他のプレイヤーの SS指数を減少させるのみならず，上昇させるこ

ともあるのである．

一般に，拒否権パラメータと SS指数はいかなる関係にあるのであろうか．はじめに，拒

否権パラメータと SS指数の関係について考えてみよう．いま，異なるゲーム G = (k,w)

と G′ = ((k′
i,k−i),w)を考え，ki ≤ k′

i であるとする．すなわち G′ は，あるプレイヤー

i の拒否権 ki は k′
i に増加する一方で，i 以外のプレイヤーの拒否権は不変で，さらに

重みは全てのプレイヤーについて変化していないという状況を考えている．このとき

φi(G) ≤ φi(G′)が成り立つ．なぜなら，ki の上昇はプレイヤー iが加わることで敗北提

携から勝利提携に変わる提携の数が増える，すなわち iがピヴォットになる順列の個数の

増加を意味しているからである．上記の事実を厳密に述べたのが次の命題である．

命題 4. G = (k,w) と G′ = ((k′
i,k−i),w) を考え，ki < k′

i であるとする．このとき，

φi(G) ≤ φi(G′)が成り立つ．

証明. Si(G) ⊆ Si(G′)を証明すればよい．k′ = (k′
i,k−i),K ′(S) = max{k′

j | j ∈ N \ S}
と書くことにする．任意に S ∈ Si(G)を固定すると，そのような S に対して

K(S ∪ {i}) = K ′(S ∪ {i})かつK(S) ≤ K ′(S)

が成り立つ．これは S ∈ Si(G′)を意味する． Q.E.D.

ある投票者の拒否権パラメータが増加したとき，他のプレイヤーの SS 指数は減少す

る場合も増加する場合も共にあることを先の例は示しており，変化の方向はプレイヤー

間で非対称の場合がある．より一般的には，先と同様に G と G′ を考えると，任意の

S ∈ 2N\{i} に対して

K ′(S ∪ {i}) − K ′(S) ≥ K(S ∪ {i}) − K(S)

が成り立つとき，Si(G) ⊆ Si(G′)が成り立つので iの SS指数は増加する．

ここまで SS指数の性質について考えてきたわけであるが，現実の投票制度を分析する

際には，SS指数を実際に計算できなければならない．SS指数の計算方法として最も単純

な方法は，単純にすべての組み合わせを調べる方法で時間計算量は O(n2n)である．しか

し，プレイヤーの人数の増加につれて急激に計算量が増加してしまうため，コンピュータ

の性能を考えると現実的方法ではない．そこで Lucas(1983) は，通常の重みつき多数決

ゲーム (すべての iについて ki = k̄ なるゲーム)において SS指数の高速な計算方法を考

案した．その時間計算量は O(n2q)である（qは可決必要票数である）．その方法は次のよ

うなものである．
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プレイヤー iを含まず，重みの和が u， 要素の数が sである提携の個数を C(i, u, s)で

表すことにしよう．ki = k̄(i = 1, 2, . . . , n) であれば，となる．したがってプレイヤー i

の SS指数は

φi =
n−1∑
s=0

k̄−1∑
u=k̄−wi

(n − s)!(s − 1)!
n!

C(i, u, s)

と書くことができる．ゆえに C(i, u, s)を知ることができれば SS指数の計算が可能であ

る．Lucas(1983)は C(i, u, s)を計算するアルゴリズム (以下では Lucasアルゴリズムと

呼ぶ)を提示している*19．

しかし，本稿で用いる拒否権を伴う重みつき多数決ゲームでは Lucas の方法をそのま

ま適用することができない．なぜなら，提携 S に応じてK(S)とK(S ∪ {i})が変化して
しまうからである．Lucasの方法は K(S)と K(S ∪ {i})が一定でなければ利用すること
ができないのである．

しかし本稿では，ki = k̄(i ̸= n)及び k̄ < kn となるゲーム G∗ においては Lucasアル

ゴリズムを利用可能にする方法の考案に成功した．

命題 5. ki = k̄(1 ≤ i ≤ n − 1)， k̄ ≤ kn を仮定する．このようなゲーム G∗ において，

φn =
n−1∑
s=0

kn−1∑
u=k̄−wn

(n − s)!(s − 1)!
n!

C(n, u, s)

証明. Sn について考える．n /∈ S なる S ∈ 2N に対して，ki = k̄(1 ≤ i ≤ n − 1) より

K(S ∪ {n}) = max{kj | j ∈ N \ (S ∪ {n})} = k̄ である．また K(S) = max{kj | j ∈
N \ S} = max{k̄, kn} = kn である．したがって Sn = {S ∈ 2N | k̄ − wn ≤ w(S) ≤
kn − 1, n /∈ S} となる．C(n, u, s)は Sn に含まれる提携のうち，重みの和が uで要素の

数が sである提携の個数に他ならない．ゆえに命題が成り立つ． Q.E.D.

命題 5で示された式は Lucasアルゴリズムを適用できる形となっているので，プレイ

ヤー nの SS指数を Lucasアルゴリズムを用いて計算することができる．

例 3.4. n = 4, w = (40, 30, 20, 10), k = (51, 51, 51, 67).

W = {{1, 2}, {1, 2, 3}, {1, 3, 4}, {2, 3, 4}, N}
C(4, u, s) のうち 41 ≤ u ≤ 66 を満たす提携について考えると，C(4, 60, 2) =

*19 現在，より高速なアルゴリズムがいくつか提案されている．詳しくは Matsui and Matsui(2000) を参
照せよ．
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1, C(4, 50, 2) = 1である．したがって

φ4 =
2!1!
4!

× 2 =
4
24

次に残りのプレイヤーの SS 指数の計算方法を考えよう．G∗ から導かれるゲー

ム G∗|n−1 は，G∗ においてプレイヤー n 以外のプレイヤーで構成されるゲームで，

W(G∗|n−1) = {S ∈ 2N\{n} | w(S) ≥ kn} となるゲームである．よって Si(G∗|n−1) =

{S ∈ 2N\{n} | kn−wi ≤ w(S) < kn}である．一方，G∗(n)は，G∗においてプレイヤー n

が完全拒否権を持つように変わったゲームで，W(G∗(n)) = {S ∈ 2N | w(S) ≥ k̄, n ∈ S}
となるゲームである．したがって Si(G∗(n)) = {S ∈ 2N | k̄−wi ≤ w(S) < k̄, n ∈ S} で
ある．定義より Si(G∗|n−1) ∩ Si(G∗(n)) = ∅が成り立つ．

定理 1. 任意の i ∈ N \ {n}に対して

Si(G∗) = Si(G∗|n−1) ∪ Si(G∗(n))

Si(G∗|n−1) ∩ Si(G∗(n)) = ∅が成り立っている．

証明. まず Si(G∗) ⊆ (Si(G∗|n−1) ∪ Si(G∗(n))) を示す．任意に S ∈ Si(G∗)) を固定す

る．このとき S ∈ Si(G∗|n−1) または S ∈ Si(G∗(n)) が成り立つことを示す．n ∈ S の

ケースを考えると，このときK(S) = K(S ∪ {i}) = k̄ なので

k̄ − wi = K(S ∪ {i}) − wi ≤ w(S) < K(S) = k̄

が成り立つから S ∈ Si(G∗|n−1) である．n /∈ S のケースを考えると，このとき K(S) =

K(S ∪ {i}) = kn なので

kn − wi = K(S ∪ {i}) − wi ≤ w(S) < K(S) = kn

が成り立つから S ∈ Si(G∗(n))である．

次に，逆向きの包含関係 Si(G∗) ⊇ (Si(G∗|n−1) ∪ Si(G∗(n))) を示す．任意に S ∈
(Si(G∗|n−1) ∪ Si(G∗(n)) を固定すると，S ∈ Si(G∗|n−1) または S ∈ Si(G∗(n)) のい

ずれか一方のみが成り立つ．S ∈ Si(G∗|n−1) のときを考える．このとき n /∈ S より

K(S) = K(S ∪ {i}) = kn なので

K(S ∪ {i}) − wi = kn − wi ≤ w(S) < kn = K(S)

が成り立つので S ∈ Si(G∗)である．次に，S ∈ Si(G∗(n))のケースを考える．このとき

は n ∈ S よりK(S) = K(S ∪ {i}) = k̄ より

K(S ∪ {i}) − wi = k̄ − wi ≤ w(S) < k̄ = K(S)
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なので S ∈ Si(G∗)が成り立つ．以上より命題が正しいことが証明された． Q.E.D.

系 1. 任意の i ̸= nに対して，

φi(G∗) =
∑

S∈Si(G∗|n−1)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

+ φi(G∗(n))

が成り立つ．ただし Si(G∗|n−1) ∩ Si(G∗(n)) = ∅が成り立っている．

証明.

φi(G∗) =
∑

S∈Si(G∗)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

=
∑

S∈Si(G∗|n−1)∪Si(G∗(n))

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

=
∑

S∈Si(G∗|n−1)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

+
∑

S∈Si(G∗(n))

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

=
∑

S∈Si(G∗|n−1)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

+ φi(G∗(n))

Q.E.D.

系１の右辺より，G∗ における SS指数は n が完全拒否権者のときの SS指数に右辺第

１項
∑

S∈Si(G∗|n−1)

(n−#S)!(#S−1)!
n! を加えたものであることがわかる．右辺第１項は完全

拒否権者を緩めた本稿のモデルにおける各投票者の利益と見なすことができるので，この

点からも本稿のモデルが完全拒否権のある重みつき多数決ゲームと通常の重みつき多数決

ゲームの中間に位置することがわかる．
∑

S∈Si(G∗|n−1)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

については，

∑
S∈Si(G∗|n−1)

(n − #S)!(#S − 1)!
n!

=
n−2∑
s=0

kn−1∑
u=kn−wi

(n − s)!(s − 1)!
n!

C(i, u, s)

となるので通常の重みつき多数決ゲームにおける Lucas アルゴリズムを用いて計算でき

る．一方，φ(G∗(n)) は市川・上條 (2008) で示されている方法を用いることで計算でき

る．以上の議論から φi(G∗)を計算することが可能であることがわかった．

なお，右辺第１項は G∗ において kn > w(N \ {n})のときゼロとなることに注意する．
次の命題はすべての i ̸= nについて系１の右辺第一項がゼロとなるための必要十分条件を

述べたものである．
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命題 6. 任意の i ̸= nに対して wi < knであるとき，任意の i ̸= nに対して Si(G∗|n−1) =

∅であるための必要十分条件は kn > w(N \ {n})であることである．

証明. 必要性を示す．kn > w(N \ {i}) を仮定すると，W (G∗|n−1) = ∅ となるので
Si(G∗|n−1) = ∅となる．十分性を示す．逆に Si(G∗|n−1) = ∅を仮定する．すると任意の
S ∈ 2N\{n} に対して kn − wi > w(S) または w(S) ≥ kn が成り立つ．ところが，仮定

より i ∈ N に対して wi < kn が成り立つので，特に S = {i}を仮定すれば w({i}) ≥ kn

は明らかに矛盾である．ゆえに kn − wi > w(S) が成り立つ場合のみを考えればよい．

この不等式は任意の S ∈ 2N\{n} に対して成り立つので特に S = N \ {i, n} とすれば
kn > w(N \ {n})がただちに言える． Q.E.D.

4 応用：地方議会に投票力分布に与える首長の拒否権の効果

本節では SS指数の数値計算を通じて拒否権の効果を考察していく．議会における再議

決制度は社会において広く用いられている制度であり，先に触れた日本の国会や地方議会

においても再議決制度が採用されている．ここで再議決制度とは，一旦過半数の賛成を得

て可決された議案に対して何らかの形で拒否権が発動され，再び議決が行われる制度のこ

とを指す．特に国会と地方議会では，再可決要件は出席議員の３分の２以上となってい

る．この３分の２という数字が持つ意味はいかなるものであろうか？再可決に必要な票数

が出席議員数の４分の３や５分の４である議会制度も現実には存在するが，再議決に必要

な票数が異なる以外の影響はあるのだろうか？３分の２再議決の際には，前節の例 3.2と

3.3で見たように，過半数可決ラインのときに比べて SS指数が増加する投票者もいれば

減少する投票者もいるという意味においては不公平が生じることがあり得る．また，たと

えば再可決要件を３分の２から４分の３の賛成へと制度を変更した際に，首長のパワーが

急激に増大する可能性もある．そのような場合には，議会における権利配分を著しく歪め

てしまうであろう．再議決における可決ラインが投票者の権利配分に与える影響をいくつ

かの数値計算を通じて調べることが本節の目的である．

次のようなゲーム Gν = ((k−n, kn + ν), (w−n, 0)) を考え，ゲームの列

G0, G1, . . . , Gw(N)−kn
を考える．各 Gν(ν = 0, 1, . . . , w(N) − kn) において ki と

kn は全票数の過半数である．プレイヤー nが首長であると考え，首長は議会で投票でき

ないため wn = 0とする．このようなゲーム Gν について SS指数を計算し，プレイヤー

nの SS指数の変化の様子を観察する．これにより，再可決ラインの変化と首長のパワー

の関係を調べることができる．
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しかし，その関係は重みの分布によって異なる可能性がある．そこで，重みの分布を表

す尺度として Herfindahl-Hirschman指数 (HHI)を用いることとする． HHIは産業組織

論で用いられる指標の一つで，ある産業における市場の競争に関する状態を表すものとし

て使用される．HHIは
1
n
から 1の値をとり，1のときが完全な独占状態であり，下限に

近づくにつれて市場はより競争的となっていることを示す．HHI は市場占有率の二乗和

として表現される．すなわち，各企業 iの市場占有率を βi とすれば

HHI =
n∑

i=1

β2
i

である．この市場占有率 βi を投票者の票数の保有比率
wi

n∑
i=1

wi

で置き換える*20．

まず，最も単純なケースである１人１票のケースを考えよう．なお，以下では縦軸がプ

レイヤー n(首長)の SS指数，横軸が kn + ν(再可決ライン)の値である*21．

Figure1 １人１票の単純多数決における再可決ラインと拒否権者の SS指数

14 16 18 20 22 24
veto

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
ss プレイヤー数 26

全議席数 25

HHI 0.04

過半数 13

2/3 17

3/4 19

4/5 20

１人１票のケースでは，拒否権パラメータの増加と首長の SS指数は直線的な関係であ

ることが観察される．したがって，再可決ラインの３分の２から４分の３ないしは５分の

４への変更は，首長のパワーを比例的に増大させる．他方で，他のプレイヤーの SS指数

も首長の SS指数の増加に比例して減少する．

*20 なお，過半数を超える重みを保有するプレイヤーは存在しないケースを考えるため，本稿では HHIは 0.5

が最大値となる．
*21 計算にはMathematicaを利用した．
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１人１票のケースは，議席が最も分散しているケースであるが，分散の度合いがこれよ

りやや弱くなった場合はどうなるだろうか？議席配分が先の例より分散していないケー

スとして HHI が 0.12 である市川市議会について数値計算を試みると，次のグラフを得

た*22．

Figure2 市川市議会における再可決ラインと首長の SS指数

25 30 35 40
veto

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
ss プレイヤー数 11

全議席数 41

HHI 0.12

過半数 22

2/3 28

3/4 31

4/5 33

Figure3 市川市議会の議席配分

政党名 議席数

公明党 8

自由クラブ 6

共産党 5

緑風会 5

ニューガバナンス 4

みらい・つばさ 4

民主クラブ 3

社民・市民ネット 3

市民連合・あい 2

道 1

計 41

グラフからわかるように，首長の SS指数と再可決ラインの関係は概ね直線的な関係と

なっている．ここから，議席配分の分散度が強い，すなわち HHIが小さいケースでは首

*22 市川市議会の詳細な議席配分は付録を参照せよ．
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長の SS指数と再可決ラインの関係は直線に近い関係となることが伺える．

一方，議席がある程度特定の政党に集中しているケースはどうなるだろうか？その例と

して神奈川県議会について考えてみよう*23．神奈川県議会の HHI は 0.28 であり，市川

市議会よりは特定政党に議席が集中している．

Figure4 神奈川県議会における再可決ラインと首長の SS指数

60 70 80 90 100
veto

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
ss プレイヤー数 11

全議席数 100

HHI 0.28

過半数 51

2/3 67

3/4 75

4/5 80

Figure5 神奈川県議会の議席配分

政党名 議席数

自民党 39

民主・神奈川クラブ 33

公明党 12

県政会 8

大志・未来 2

市民の党 2

共産党 1

神奈川ネット 1

市民町民議員の会 1

維新の会 1

計 100

グラフは S 字型になっている*24．グラフからは，１) 過半数から３分の２に至るまで

*23 神奈川県議会の詳細な勢力は付録を参照せよ．
*24 筆者が計算した限りでは，HHIが 0.2から 0.3のときに S字型の発生が多かった．
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は直線的に首長のパワーが増大する，２)３分の２から５分の４までは緩やかに首長のパ

ワーが増大する，３)５分の４から１までは急激に首長のパワーが増大する，という事実

が観察される．

HHI が 0.3 を超えると，二大政党制に近い状況になってくる*25．次の例は仮想的な

データを用いて二大政党に近い状況を作り出したものである*26．

Figure6 仮想的な議会における再可決ラインと首長の SS指数

60 70 80 90 100
veto

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
ss プレイヤー数 11

全議席数 100

HHI 0.37

過半数 51

2/3 67

3/4 75

4/5 80

Figure7 仮想議会の議席配分

政党名 議席数

政党１ 45

政党２ 40

政党３ 5

政党４ 2

政党５ 2

政党６ 2

政党７ 1

政党８ 1

政党９ 1

政党１０ 1

計 100

*25 二大政党制に近い状況とは，特定の２つの政党が議席のほぼ全てを保有し，他の政党はほとんど議席を保
有していない状況である．

*26 適当な例が見つからなかったため仮想データを使用した．詳細な議席配分は付録を参照せよ．
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グラフからわかるように，３分の２から５分の４の間で首長のパワーは増加していな

い．したがって，３分の２から４分の３ないしは５分の４への再可決ラインの変更は意味

を持たない．筆者が計算した限りでは，二大政党に近い議席配分ではこのような状況が観

察された．

以上の考察結果は次のようにまとめられる．

１)再可決ライン変更の影響は議席配分に依存する．

２)議席配分が分散しているケースでは首長のパワーと再可決ラインの関係は直線的なも

のとなりやすい．

３)HHIが 0.2から 0.3程度の議席配分がある程度集中しているケースでは首長のパワー

と再可決ラインの関係は S字型となり，特に３分の２までは直線的に首長のパワーは増大

する．

４)二大政党に近い状況では３分の２から４分の３や５分の４への制度変更が意味をもた

ない．

さらに，過半数から３分の２へと移行する過程で重みの大きい投票者のパワーが増大す

るケースがあった．しかし，その増加量はわずかであり，パワー配分に大きな影響を与え

るものではなかった．

5 結論

本稿では，不完全拒否権を伴う重み付き多数決を考え，拒否権が投票力分布に与える影

響を Shapley-Shubiks 指数によって分析した．まず，他の投票者の拒否権パラメータと

重みを一定に保ったままでただ１人の投票者の拒否権パラメータを増加させるとき，その

投票者の SS指数が増加することを示した．また同じ状況の下で，ある投票者の拒否権パ

ラメータを増加させたとき，SS指数の減少する投票者のみならず，増加する投票者も存

在することを数値例によって示した．さらに，SS指数の効率的な計算方法を提示した上

で，数値計算をもとに地方議会における首長の拒否権を分析した．その結果，特に二大政

党に近い状況では３分の２から４分の３や５分の４への制度変更が何ら効力をもたないこ

とが明らかになった．この結果は選挙制度を設計する際に参考となるであろう．選挙制度

を設計する際に二大政党制が起こりやすい制度を採用し，さらに地方議会の首長に拒否権

を付与する制度を用いるとしよう．そのとき，地方議会の首長に付与する拒否権は３分の

２から５分の４の間なら何を選んでもよいことになる．

いくつかの問題が将来の研究課題として残されている．SS指数については，わが国の

地方議会における首長の拒否権のように，不完全拒否権が存在する現実の投票制度につい
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て SS指数を計算し，その分布を調べることが重要である．３分の２や４分の３といった

再議決ラインと SS指数の分布に関して，何らかの法則性が存在するか否かを明らかにす

べきである．また，ゲーム Gにおいて SS指数を計算する一般的なアルゴリズムの構築も

応用可能性を考える上で重要な課題である．本稿ではモデルを提示するのみで終わってし

まったが，提携ごとに拒否権が定義されるゲームである Ĝにおける SS指数の性質につい

ても明らかにする必要がある．加えて，Ĝにおいて SS指数を計算するアルゴリズムを構

築することで，わが国のねじれ国会における SS指数の計算し，それにより，両院制議会

における政党間の投票力分布の性質を明らかにすることも興味深い課題である．
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